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１．はじめに

⑴　研究背景
　本稿の目的は、生成AIの普及前後において、

AI技術を活用する従業員のタスクとスキルにど

のような変化がみられるのか、その共通性と差異

を考察し、AI技術との協働を図る上での課題を

示すことである。

　まず、日本におけるAI技術の利用状況を確認

し よ う。 労 働 政 策 研 究・ 研 修 機 構

（JILPT）［2025］（注１）が2024年５～６月にか

けて、従業員に対してアンケート調査を実施した。

その結果、全有効回答者（n=2.2万人）のうち、

勤め先でAI技術が使用されている従業員は2,833

人（12.9％）、そのうち、自身がAI技術を利用し

ている従業員（「AI利用者」）は1,854人（8.4％）、

自身が生成AIを利用している従業員（「生成AI利

用者」）は1,401人（6.4％）であった。この結果は、

AI利用者の多くが生成AI利用者であることを示

している。AI利用者と生成AI利用者の属する産

業分野は、製造業、金融業・保険業、情報通信業

の割合が高い。
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　本稿は、従来AIと生成AIの導入後における従業員のタスクとスキルの変化を比較分析した。その結果、共通性
として、タスクの再編成とその影響、ハルシネーション処理のタスクとスキル、基礎的スキルの保全への懸念が
示唆された。一方、差異として、生成AIでは、タスクとスキルの幅の拡大およびスキル価値の低下が示唆された。
これらの知見を踏まえ、AI技術との協働を図るための課題を提示した。

岩月　真也（いわつき　しんや）
労働政策研究・研修機構労働法・労使関係部門研究員。2013年３月同志社大学大学院社
会学研究科産業関係学専攻博士後期課程修了、博士（産業関係学）。同志社大学社会学部
産業関係学科助教を経て、2021年４月より現職。最近の主な研究成果に、「職場における
生成AIの活用による従業員への影響―情報通信業J社と製造業K社の事例調査より―」（労
働政策研究・研修機構『資料シリーズ』299、2026年）がある。

従来AIと生成AI導入後のタスクとスキルの変化

岩　月　真　也

AIと雇用




